
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２期米原市子ども・子育て支援事業計画 

中間見直し 
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中間見直しについて 

 

１ 計画の概要 

 子ども・子育て支援法第 61 条に基づく「市町村子ども・子育て支援事業計画」として、令和２年

３月に第２期米原市子ども・子育て支援事業計画を策定しました。 

 この計画は、「夢育み 笑顔あふれる米原市 ～子どもとともに光るまち～」を基本理念とし、令

和２年度から令和６年度までの５年間を計画期間としています。 

 

２ 見直しの必要性 

 市町村子ども・子育て支援事業計画は、令和２年度から令和６年度までの教育・保育および地域子

ども・子育て支援事業の「量の見込み」と「確保方策」を定めていますが、国が定める基本指針にお

いて、計画期間の中間年を目安として、必要な場合には見直しを行うこととされています。 

 令和４年度は、計画期間の中間年に当たることから、これまでの取組における実績等を踏まえ、令

和４年３月に国が示した「第二期市町村子ども・子育て支援事業計画等に関する中間年の見直しのた

めの考え方について（※）」を参考に見直しを行い、修正部分について「第２期米原市子ども・子育て

支援事業計画 中間見直し」として取りまとめました。 

 

※第二期市町村子ども・子育て支援事業計画等に関する中間年の見直しのための考え方について 

 （令和４年度３月 18 日付け内閣府事務連絡 一部抜粋） 

２．１ 教育・保育の量の見込み及び提供体制の確保の内容等の見直し 

（１）実績値の把握 

基本指針中の「教育・保育給付認定を受けた保護者の認定区分ごとの人数」については、市町

村計画において設定した提供区域ごとに、教育・保育給付認定区分ごとの子どもの令和３年４月

１日時点における実績値に基づくこととする。 

（留意事項） 

 ・市町村計画における１号認定子どもの「量の見込み」については、施設型給付を受けない幼稚

園を利用する子どもの数等も含まれており、実績値の把握に際しても留意が必要である。 

 ・市町村又は都道府県が一定の施設基準に基づき運営費支援等を行っている認可外保育施設（以

下「地方単独事業」という。）等による保育については、当分の間、確保方策に含めることを

可能としていることから、認定を受けずに地方単独事業等を利用している子どもの数について

把握している場合には、実績値の把握に際しても留意が必要である。 

 

（２）「実績値」と「量の見込み」との比較 

（１）に基づき把握した「実績値」について、教育・保育給付認定区分ごとに、市町村計画にお

ける「量の見込み」（必要利用定員総数）と比較し、10％以上の乖離※がある場合は、原則として

見直しが必要と判断し、要因分析及びそれに基づく見直し作業を行うこととする。 

    

※ 実績値/量の見込み≦90％ 又は 実績値/量の見込み≧110％ 

  なお、形式的には上記の場合に該当するものの、既に計画を見直している場合や、該当しなく

とも将来的に乖離を生じうる潜在的な要因を持つ場合などもあるため、見直しの要否について

は、市町村の事情を踏まえて検討いただきたい。また、乖離の原因が、新型コロナウイルス感染

症等の影響によるものである場合には、「１．はじめに」に記載しているとおり、令和５年度以

降に見直しを行うことや、（４）に掲げる「量の見込み」の補正を実施するに当たり、当該影響

を十分留意した上で補正を行うなど、適切に対応していただきたい。（以下略） 

２．２ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込み及び提供体制の確保の内容等の見直し 



 
 

教育・保育の「量の見込み」の見直し及び提供体制の確保の内容の変更に併せて、必要に応じ、

地域子ども・子育て支援事業の「量の見込み」の見直し及び提供体制の確保の内容の変更を行う

こととする。 

その際、例えば、 

・放課後児童クラブについて、利用の申込みや登録児童・待機児童の実績値の分析に加え、地

域の実態に応じ、保育所の新設や大規模マンションの新設等、今後、量の見込みを大きく変

動させ得る要因の動向の分析を踏まえ、見直しを行う 

・延長保育事業及び病児保育事業について、保育所等の整備量の拡大に応じ、見直しを行う 

・一時預かり事業について、一時預かりを行う幼稚園の拡大や、利用実績等から予測される利

用する家庭類型の割合、専業主婦・主夫家庭等の増減見込み、実際の利用状況等を踏まえ、

必要に応じて見直しを行う 

・地域子育て支援拠点事業や利用者支援事業を始め、上記以外の地域子ども・子育て支援事業

についても、事業の実施状況や利用状況等に照らし、必要に応じて見直しを行うことなどが

考えられる。 

また、「２．１ 教育・保育の量の見込み及び提供体制の確保の内容等の見直し」と同様に、

新型コロナウイルス感染症の影響に十分留意した上で「量の見込み」等の見直しを行っていただ

きたい。 

 

３ 見直しの内容 

 教育・保育について、近年、米原市全体の保育需要は減少傾向にあるものの、地域によって必要な

利用定員と提供体制に過不足が生じており、安定的な教育・保育の提供には至っていないことから、

教育・保育提供区域を１提供区域から２提供区域に変更しました。これに伴い、幼児期の教育・保育

の量の見込みと提供体制についても２つに分割しました（P65-P66）。また、地域子ども・子育て支援

事業について、各事業の実績や実施状況等を踏まえて、令和５年度および令和６年度における量の見

込みと確保方策の見直しを行いました（P67,P70-P73）。 

 なお、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、平常時と大きく異なる状況であった事業や量の見

込みと実績に乖離があったものの希望者が利用できる状況であった事業については、中間見直しを行

わないこととし、本市の教育・保育および地域子ども・子育て支援事業全体が縮小しないような見直

しとしました。 
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第２期米原市子ども・子育て支援事業計画 中間見直し 

頁 当初計画 中間見直し後 
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第５章 量の見込みと提供体制 

１ 教育・保育提供区域 

子ども・子育て支援法第 61 条により、「教育・保育の量の見込み」および「確保

方策」を設定する単位として、地理的条件や人口、交通事情その他の社会的条件、

教育・保育施設の整備状況等を総合的に勘案して、教育・保育提供区域を定めます。 

本計画においては、教育・保育提供区域を広く設定することで需給調整の柔軟性

が高くなり、安定して教育・保育を提供できることから、全市を１提供区域とする

教育・保育提供区域を設定します。 

 

２ 幼児期の教育・保育の量の見込みと提供体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 量の見込みと提供体制 

１ 教育・保育提供区域 

子ども・子育て支援法第 61 条により、「教育・保育の量の見込み」および「確保

方策」を設定する単位として、地理的条件や人口、交通事情その他の社会的条件、

教育・保育施設の整備状況等を総合的に勘案して、教育・保育提供区域を定めます。 

本計画においては、保育需要の傾向と課題を把握し、地域の実態に応じた教育・

保育提供区域の設定を行うことで、安定した教育・保育の提供と計画的な対策を講

じることができることから、全市を２提供区域とする教育・保育提供区域を設定し

ます。 

２ 幼児期の教育・保育の量の見込みと提供体制 

▽山東・伊吹 

 

1号認定 1号認定

3-5歳 ０歳 1-2歳 3-5歳 ０歳 1-2歳

教育のみ 幼希望 保育必要 教育のみ 幼希望 保育必要

＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊

265 26 124 265 26 124

98 0 250 42 115 104 0 249 29 123

15 -16 9 16 -3 1

1号認定

3-5歳 ０歳 1-2歳

教育のみ 幼希望 保育必要

＊ ＊ ＊ ＊ ＊

252 26 127

81 0 231 29 121

21 -3 6

1号認定 1号認定

3-5歳 ０歳 1-2歳 3-5歳 ０歳 1-2歳

教育のみ 幼希望 保育必要 教育のみ 幼希望 保育必要

80 0 239 32 127 80 0 228 31 127

252 26 127 252 26 127

13 -6 0 24 -5 0

③ 利用者数【人】（実績）

令和２年度 令和３年度

2号認定 3号認定 2号認定 3号認定

3-5歳 3-5歳

保育必要 保育必要

① 量の見込み【人】

② 確保の内容【人】 200 200

② － ③ 102 96

令和４年度

2号認定 3号認定

3-5歳

保育必要

① 量の見込み【人】

② 確保の内容【人】 200

③ 利用者数【人】(見込み)

② － ③ 119

② － ① 120 120

令和５年度 令和６年度

2号認定 3号認定 2号認定 3号認定

3-5歳 3-5歳

保育必要 保育必要

① 量の見込み【人】

② 確保の内容【人】 200 200



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［提供体制確保の方向性］ 

○保育ニーズの変化を踏まえ、定期的に利用定員の見直しを行うとともに、私立

保育所の幼保連携型認定こども園への移行や民間事業者が行う新たな施設整

備を支援します。 

○３号認定については、年度途中での入所にも対応できるよう、利用しやすい環

境の充実に努めます。 

○人材確保については、保育士や幼稚園教諭免許の有資格者、子育て支援員等の

保育人材確保策を強化するとともに、働きやすい職場に向けて労働環境の改

善を図り、離職防止に努めます。 

 

 

 

 

 

▽近江・米原 

 
 

［提供体制確保の方向性］ 

○保育ニーズの変化を踏まえ、定期的に利用定員の見直しを行うとともに、私立 

保育所の幼保連携型認定こども園への移行や民間事業者が行う新たな施設整 

備を支援します。 

○３号認定については、年度途中での入所にも対応できるよう、利用しやすい環 

境の充実に努めます。 

○人材確保については、保育士や幼稚園教諭免許の有資格者、子育て支援員等の 

保育人材確保策を強化するとともに、働きやすい職場に向けて労働環境の改善を

図り、離職防止に努めます。 

 〇特に低年齢児の教育・保育ニーズの増加に伴う確保方策については、今後の動

向を踏まえ、利用定員内の余剰分を調整しながら弾力的な対応を行い、第３期

米原市子ども・子育て支援事業計画において見直しを行います。 



 
 

67 ３ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制 

 

(１)利用者支援に関する事業 

［事業の概要］ 

子どもまたはその保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支

援事業等の情報提供等および必要に応じた相談や助言等を行うととともに、関

係機関との連絡調整を行う事業です。 

 

［量の見込みと確保方策］ 

 

 

［提供体制確保の方向性］ 

○利用者支援事業については、現在は、出生数の多い米原・近江地域の相談拠

点として、米原げんきステーション内に子育て世代包括支援センターを設置

し、基本型・母子保健型の利用者支援事業を一体的に実施することで、妊娠

期から子育て期にわたるまでの切れ目のない支援を実施しています。 

○子育て世代包括支援センターが市内４か所の地域子育て支援センターを巡回

するなど身近な地域で支援を展開します。 

３ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制 

 

(１)利用者支援に関する事業 

［事業の概要］ 

子どもまたはその保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支  

援事業等の情報提供等および必要に応じた相談や助言等を行うととともに、関係機

関との連絡調整を行う事業です。 

 

［量の見込みと確保方策］ 

 

 

［提供体制確保の方向性］ 

○利用者支援事業については、市民交流プラザ（ルッチプラザ）内に子育て世代

包括支援センターを設置し、基本型・母子保健型の利用者支援事業を一体的に

実施することで、妊娠期から子育て期にわたるまでの切れ目のない支援を実施

しています。 

○子育て世代包括支援センターが市内４か所の地域子育て支援センターを巡回 

するなど身近な地域で支援を展開します。 

 

 

70 (６)子育て短期支援事業 

［事業の概要］ 

 保護者の疾病等の理由により、家庭において養育を受けることが一時的に困難

となった児童について、児童養護施設等に入所させ、必要な保護を行う事業です。 

具体的な事業としては、短期入所生活援助事業（ショートステイ事業）および夜

間養護等事業（トワイライトステイ事業）があります。 

 

 

(６)子育て短期支援事業 

［事業の概要］ 

 保護者の疾病等の理由により、家庭において養育を受けることが一時的に困難 

となった児童について、児童養護施設等に入所させ、必要な保護を行う事業です。 

具体的な事業としては、短期入所生活援助事業（ショートステイ事業）および夜  

間養護等事業（トワイライトステイ事業）があります。 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

［提供体制確保の方向性］ 

 〇今後ニーズが増大してきた場合には、近隣市町とも連携しながら提供体制を

確保するよう検討していきます。 

 

［量の見込みと確保方策］ 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み【人】（利用者数） － － ２ ２ ２ 

確保方策【人】（延べ利用人数） － － ６ ６ ６ 

確保方策【か所】 － － ３ ３ ３ 

 

［提供体制確保の方向性］ 

 〇短期入所生活援助事業（ショートステイ事業）については、令和４年度から近隣

市町の児童養護施設等や市内の里親といった提供体制を確保していきます。 

 〇夜間養護等事業（トワイライトステイ事業）については、今後ニーズが増大して

きた場合には、近隣市町とも連携しながら提供体制を確保するよう検討してい

きます。 

 

71 (８)―１幼稚園型一時預かり事業 

［事業の概要］ 

 家庭において保育を受けることが一時的に困難となった在園児について、主と

して昼間に幼稚園等で一時的に預かり、必要な保護を行う事業です。 

 

［量の見込みと確保方策］ 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み【人】 

（延べ利用者数） 4,567 4,555 4,504 4,492 4,469 

確保方策【人】 8,280 8,280 8,280 8,280 8,280 

 

［提供体制確保の方向性］ 

 〇利用ニーズの増加に対し、可能な限り対応できるよう人材の確保に努め、受

入れ体制を整備します。 

(８)―１幼稚園型一時預かり事業 

［事業の概要］ 

 家庭において保育を受けることが一時的に困難となった在園児について、主と 

して昼間に幼稚園等で一時的に預かり、必要な保護を行う事業です。 

 

［量の見込みと確保方策］ 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み【人】 

（延べ利用者数） 4,567 4,555 4,504 6,800 6,800 

確保方策【人】 8,280 8,280 8,280 8,280 8,280 

 

［提供体制確保の方向性］ 

 〇利用ニーズの増加に対し、可能な限り対応できるよう人材の確保に努め、受入れ

体制を整備します。 

 

72 (９)延長保育事業 

［事業の概要］ 

 保育認定を受けた子どもについて、通常の利用時間以外において、認定こども

園や保育所等で保育を実施する事業です。 

(９)延長保育事業 

［事業の概要］ 

 保育認定を受けた子どもについて、通常の利用時間以外において、認定こども園や

保育所等で保育を実施する事業です。 



 
 

［量の見込みと確保方策］ 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み【人】 

（延べ利用者数） 225 245 267 234 255 

確保方策【人】 300 300 300 300 300 

確保方策【か所】 10 10 10 10 10 

 

［提供体制確保の方向性］ 

 〇市外で就労し、長時間の保育を必要としている子育て家庭を支援するため、

全園で 12 時間までの延長保育を実施できるよう、実施施設の拡大とニーズ

に応じた対応の充実に努めます。 

［量の見込みと確保方策］ 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

量の見込み【人】 

（延べ利用者数） 225 245 267 450 450 

確保方策【人】 300 300 300 450 450 

確保方策【か所】 10 10 10 10 10 

 

［提供体制確保の方向性］ 

 〇市外で就労し、長時間の保育を必要としている子育て家庭を支援するため、全園

で 12 時間までの延長保育を実施できるよう、実施施設の拡大とニーズに応じた

対応の充実に努めます。 

 

73 (11)放課後児童健全育成事業【放課後児童クラブ】 

［事業の概要］ 

保護者が就労等で昼間家庭にいない児童に対し、学校の授業終了後に小学校

の余裕教室等を利用して生活と遊びの場を提供する事業です。 

 

［量の見込みと確保方策］ 

 学年 
令和２

年度 

令和３

年度 

令和４

年度 

令和５

年度 

令和６ 

年度  

量 の 見

込 み

【人】 

１年生 191 197 209 208 222 

２年生 186 191 195 205 202 

３年生 168 183 189 193 203 

４年生 123 137 149 154 158 

５年生 126 95 105 115 118 

６年生 77 82 61 68 74 

合計 871 885 908 943 977 

確 保 方

策【人】 
合計 840 850 990 990 990 

確保方策【か所】 10 10 11 11 11 

 

 

 

(11)放課後児童健全育成事業【放課後児童クラブ】 

［事業の概要］ 

保護者が就労等で昼間家庭にいない児童に対し、学校の授業終了後に小学校の余

裕教室等を利用して生活と遊びの場を提供する事業です。 

 

［量の見込みと確保方策］ 

 学年 
令和２

年度 

令和３

年度 

令和４

年度 

令和５

年度 

令和６

年度 

量 の 見

込 み

【人】 

１年生 191 197 209 217 233 

２年生 186 191 195 212 203 

３年生 168 183 189 208 224 

４年生 123 137 149 167 182 

５年生 126 95 105 86 71 

６年生 77 82 61 56 63 

合計 871 885 908 946 976 

確 保 方

策【人】 
合計 840 850 990 990 990 

確保方策【か所】 10 10 11 10 10 

 

 



 
 

 

 ［提供体制の方向性］ 

 ○利用希望者の増加に伴い、施設の改修等定員数の拡大を進め、受け皿の確保に

努めていきます。特に米原小学校区では住宅開発に伴う小学生の増加により、

入会希望児童数の増加が見込まれることから、施設の整備、新規委託先の開拓

および民間児童クラブの参入促進を進めます。 

 

［提供体制の方向性］ 

 ○利用希望者の増加に伴い、施設の改修等定員数の拡大を進め、受け皿の確保に 

努めていきます。特に米原小学校区では住宅開発に伴う小学生の増加により、 

入会希望児童数の増加が見込まれることから、施設の整備、新規委託先の開拓 

および民間児童クラブの参入促進を進めます。 

 

 


